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事業タイプ

経費区分

鯖江市繊維協会と越前漆器協同組合に委託し、技術保持者
による後継者育成および研鑽事業を実施する。
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指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

無形文化財技術継承事業無形文化財技術継承事業無形文化財技術継承事業無形文化財技術継承事業

開始年度 2010 終了年度 2012

文化財保護法

目的 市指定無形文化財（石田縞・越前漆器）を継承していくために、技術保持者による後継者育成および研鑽事業の委託を行う。
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事業名

部署名 文化課

技術保持者による後継者育成および研鑽事業の委託。石田縞の技術継承および一般市民への普及活動。越前漆器の木地・下地
作り・上塗り・加飾のそれぞれの工程において、自らの技術研鑽と若手職人への技術継承および一般市民への普及活動。

事業コード

2836
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活動指標

民間等委託（全部）現在

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成果指標

一般会計

単独事業

物件費
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基本施策
体系

重点施策
体系

※設定困難 目標値

実績値

技術保持者の人数 人 目標値 11111111 11111111 11111111

計算
根拠

技術保持者については、短期間でなれるものではないが、
研鑽事業を実施することにより現在の人数を保持する。
（石田縞２名・越前漆器９名）

実績値 11111111 11111111

達成率
（％）

100100100100 100100100100

実数値

ランク AAAA AAAA

豊かな心を育む文化の薫る
まちづくり

歴史・伝統・文化を伝承し
創造する

文化・芸術

基本目標 属性 基本施策

文化財の保護・活用

実施施策

2052

「鯖江ブランド」づくり 歴史文化郷土の誇りを未来につなぐまちづく
り

重点施策 分類（大） 分類（小）

723

H23事業名 無形文化財技術継承事業 2836
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【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

県内の市町で市指定無形文化財を指定したのは、本市が初めてで、市民の関心度
も高く、産業振興とあいまって、これらの指定文化財を継承していこうとする市
民ニーズは十分にある。

根
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事業名

主体

必
要

性

【行政関与】
　行政が実施すべき事業で
　すか。

文化財保護法や文化財保護条例により、指定文化財の継承は、行政が積極的に実
施していかなければならない。
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【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させる
余地はありますか。

ある

はい

ない

受益者負担

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。

事業名

所管課

根
拠

ない

平成２２年度新規事業であるので、実施してみないと、コストを削減する余地が
あるかどうかは、わからない。

根
拠

技術講習会や一般体験講座で参加料を徴収することは可能であるが、一般市民へ
の普及活動の面を考慮すると、現実的には困難である。

根
拠

平成２２年度新規事業であるので、今年度実施してみないと、成果を向上させる
余地があるかどうかわからない。

根
拠

体験講座・技術講習会を開催する。
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【平成25年度　方向性】

当初よりH22～24年度の3ヶ年事業である。今後数年間
は各団体で後継者育成を実施していただき、必要であ
れば時期を見て再度協議する。

平
成
2
5
年
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画

【平成24年度　方向性】 維持

取組選択
年度

実施状況

H22（2010） H23（2011） H25（2013）H24（2012） H26（2014）
不可能 不可能－

－ 未実施 未実施

不可能

【H25提案型市民主役オープン事業実施】 不可能 〈不可能選択理由〉

一者随契等の特定の相手先への
委託事業のため

H23事業名 無形文化財技術継承事業 2836
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